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 世界の訴訟で原告が勝訴した主な例
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2019年12月、最高裁は「人権の観点から、政府は十分な地球温暖化対策を取る必要がある」
と、「気候危機と人権」を重んじる判決を出した。

 2018年12月、最高裁は「温暖化対策が不十分で、パリ協定に違反している」とし、新しい気
候法を制定するよう求める判決。

 2021年4月29日、気候保護法で定めた温室効果ガスの削減計画が不十分だと判断した。
 「このままでは温暖化のツケを将来世代に回し、原告ら若い世代の自由を侵害することになる」
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ポイントは
カーボンバジェット
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世界は2033年に枯渇
日本は2025年に枯渇
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常軌を逸した
横須賀の石炭火力建設
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判決は来年の見込み
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